
‭設立趣意書‬

‭2016年の改正児童福祉法は、子どもが権利の主体であるとし、国及び地方公共団体‬
‭は、子どもが家庭において心身ともに健やかに養育されるよう、保護者を支援する責‬
‭務を負うものとした。同時に、虐待や不適切な養育により保護を必要とする子どもに‬
‭ついては、里親や特別養子縁組などの家庭的な環境で養育するべきとする、家庭養育‬
‭優先の原則が明記された。‬

‭2017年に公表された新しい社会的養育ビジョンは、この改正児童福祉法を具現化す‬
‭る工程を示したものである。ここでは、近年の家族構成やコミュニティの変化によ‬
‭り、社会による家庭への養育支援の構築が求められていることから、子どもの権利、‬
‭ニーズを優先し、家庭のニーズも考慮してすべての子ども家庭を支援するために、身‬
‭近な市区町村におけるソーシャルワーク体制の構築と支援メニューの充実を図らなけ‬
‭ればならないとされている。‬

‭こうした流れを受けた2022年の児童福祉法改正では、市町村において「こども家庭‬
‭センター」の設置が努力義務となり、併せてパーマネンシー保障や虐待予防のための‬
‭施策として、児童育成支援拠点事業、子育て世帯訪問支援事業、子育て短期支援事‬
‭業、親子関係形成支援事業、親子再統合支援事業、妊産婦等生活援助事業等が新設・‬
‭拡充された。一方で、これらの事業の担い手をどのように育成し、その質を担保して‬
‭いくか、さらには事業の運営者や支援者らが様々な垣根を越えて交流し、課題や展望‬
‭を共有する機会をいかに創出していくかは喫緊の課題となっている。‬

‭2024年の改正児童福祉法の施行を契機として、行政と民間機関とのより良い連携‬
‭と、質の高いこども家庭ソーシャルワークの実現を目指し、ここに社会的養育地域支‬
‭援ネットワークを設立する。‬

‭なお主な活動は以下のとおりとする。‬

‭（１）「全国研究交流大会」の開催‬

‭支援実務者や学識経験者、行政関係者等幅広い関係者が集い、現場の活動を踏まえ‬
‭た研究発表やシンポジウム、ワークショップなどによる意見交換、政策提言を行うこ‬
‭とを目的として「全国研究交流大会」を定期的（年1回程度）に開催する。‬

‭（２）支援実務者に対する研修、コンサルティング、支援プログラムの提供‬

‭行政や民間機関の支援実務者を対象にした研修（全国各地で複数回開催）及び情報‬
‭交換を実施し、支援実務者のスキルアップを目指す。‬

‭（３）調査研究活動・制度政策提言‬

‭社会的養育地域支援に関連する領域の調査研究を行い、必要に応じて行政等に対し‬
‭政策提言等を行う。‬



‭（４）その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業‬

‭　社会的養育地域支援はまだ始まったばかりであり、これから全国で様々な実践を積‬
‭み重ね、より良い制度作りを目指していく必要がある。そのためには、行政・民間が‬
‭それぞれの地域で活動をするのみならず、全国の行政・民間の支援者それぞれが、交‬
‭流し、学び合い、支え合うことが重要である。本ネットワークを通じて、社会的養育‬
‭地域支援に関わる様々なアクターが連携し、子どもにとってより良い社会作りが進ん‬
‭でいくことを期待している。‬

‭令和6（2024）年7月1日‬
‭一般社団法人 社会的養育地域支援ネットワーク　設立発起人一同‬



赤平 若菜 一般社団法人HOMEおかえり 代表理事

岡田 妙子 NPO法人バディチーム 理事長、家庭訪問型こども・子育て支援推進ネットワーク

光真坊 浩史 一般社団法人全国児童発達支援協議会 理事

斎藤 弘美 全国母子支援施設協議会 副会長、社会福祉法人大洋社 常務理事

笹川 陽平 公益財団法人 日本財団 会長

白井 智子 社会起業家、新公益連盟 代表理事

早川 悟司 社会福祉法人 子供の家 本部・理事、全国児童養護問題研究会 副会長

福田 雅章 社会福祉法人養徳園 理事長・総合施設長、認定NPO法人青少年の自立を支える会 理事長

堀 浄信 社会福祉法人光明童園 理事長、全国児童家庭支援センター協議会 事務局長

松田 妙子 NPO法人せたがや子育てネット 代表理事、NPO法人子育てひろば全国連絡協議会 理事
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大澤 朋子 実践女子大学 生活科学部 准教授

大竹 智 立正大学 社会福祉学部 教授

上鹿渡 和宏 早稲田大学 社会的養育研究所 所長、早稲田大学 人間科学学術院 教授

佐藤 まゆみ 淑徳大学 総合福祉学部 准教授

畠山 由佳子 神戸女子短期大学 幼児教育学科 教授

藤井 康弘 全国家庭養護推進ネットワーク 代表幹事

宮本 みち子 放送大学/千葉大学 名誉教授

村木 厚子 全国社会福祉協議会 会長、生活困窮者自立支援全国ネットワーク 顧問

山岡 祐衣 東京医科歯科大学 公衆衛生学分野 プロジェクト講師
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李 炯植 認定NPO法人Learning for All 代表理事、全国子どもの貧困・教育支援団体協議会 副代表理事

橋本 達昌 社会福祉法人越前自立支援協会 常務理事、全国児童家庭支援センター協議会 会長

大橋 雄介 NPO法人アスイク 代表理事

北川 聡子 社会福祉法人麦の子会 理事長、日本ファミリーホーム協議会 会長、全国児童発達支援協議会 会長
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※肩書は2024年8月時点

一般社団法人社会的養育地域支援ネットワーク　　　Email: contact@shachi-net.com


